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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあるが、一部に持ち直しの動

きがみられる。生産活動は持ち直している。需要面をみると、個人消費は、持ち直しの動き

に足踏みがみられる。住宅投資は、持ち直している。設備投資は、減少している。公共投資

は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いている。観光は、外国人入国者

数の厳しい状況が続いているが、来道者数は前年の反動もあり、前年を上回っている。

雇用情勢は、弱さがみられる。企業倒産は、３か月連続で件数・負債総額ともに前年を下

回った。消費者物価は、２か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～９か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１３．８ポイ

ント上回る４７．７と３か月ぶりに上昇した。横

ばいを示す５０を３か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１２．１ポイント上回る５２．７となった。

５月の鉱工業生産指数は８９．３（季節調整済

指数、前月比▲０．４％）と９か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では＋１１．０％と３か

月連続で上昇した。

業種別では、鉄鋼業など７業種が前月比上

昇となった。輸送機械工業など８業種が前月

比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号

ｏ．３０１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2021.07.20 14.03.33  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

2020/5
-80

120
100
80
60
40
20

-20
-40
-60

0

54322021/11211109876

３．百貨店等販売額～３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカープロ野球
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５．札幌ドーム来場者数～３か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋３．７％）は、３か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１１６．３％）は、全ての品

目が前年を上回った。スーパー（同▲２．３％）

は、飲食料品、その他が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．９％）

は、３か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、１１，４０７台

（前年比＋４０．１％）と３か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋４７．３％）、

小型車（同▲３．３％）、軽乗用車（同＋９８．５％）

となった。

１～５月累計では、６８，１２３台（前年比

＋７．２％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋１６．１％）、小型車（同▲１３．１％）、

軽乗用車（同＋２１．７％）となった。

５月の札幌ドームへの来場者数は、５５千人

（前年比全増）と３か月連続で前年を上回っ

た。来場者内訳は、プロ野球５４千人（同全

増）、サッカーの開催はなく、その他が１千

人（同全増）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

５月の住宅着工戸数は３，１０７戸（前年比

＋１０．８％）と３か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋７．６％）、貸家

（同▲１．７％）、給与（同＋８６．７％）、分譲（同

＋６６．３％）となった。

１～５月累計では１２，３４０戸（前年比

＋１１．３％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋６．２％）、貸家（同＋３．５％）、

給与（同＋８７．１％）、分譲（同＋５１．１％）と

なった。

５月の民間非居住用建築物着工床面積は、

２０８，５２２㎡（前年比▲１９．９％）と４か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６３．０％）、非製造業（同▲１４．８％）であっ

た。

１～５月累計では、６３６，３６６㎡（前年比

▲１９．９％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１．１％）、非製造業（同

▲２１．９％）となった。

６月の公共工事請負金額は１，６５８億円（前

年比＋１．０％）と２か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋２７．９％）が前年を

上回った。独立行政法人（同▲６．９％）、道

（同▲９．８％）、市町村（同▲８．３％）、地方公

社（▲３３．８％）、その他（同▲６３．８％）が前

年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％

54322021/112111098762020/5

1,400

1,000

400

800

600

200

0 -100

50

0

-50

150

100

250

1,200 200

９．来道者数～３か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～４か月連続で０人

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が３か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道者数

は、３１６千人（前年比＋２２５．４％）と３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋２９８．８％）、JR（同＋２０１．８％）、

フェリー（同＋５７．５％）となった。

１～５月累計では、１，６７６千人（同

▲３４．７％）と前年を下回っている。

前月比では、新型コロナウイルスの再拡大

を受け、２か月連続で減少した。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と、４か月連続で

０人となった。

５月の貿易額は、輸出が前年比＋３９．８％の

１９５億円、輸入が同＋７４．３％の９８７億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉄鋼くず、石油

製品などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石油製品、石炭など

が増加した。

輸出は、１～５月累計では１，１１０億円（前

年比＋１１．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率は前年同水準

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに３か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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１４．消費者物価指数～２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９３倍（前年比±０．００ポイント）と、前

年同水準となった。

新規求人数は、前年比＋４．２％と３か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋９．７％）、宿泊業、飲食サービス業

（同＋２１．３％）などが前年を上回った。建設

業（同▲５．５％）、製造業（同▲２．４％）が前

年を下回った。

６月の企業倒産は、件数が１２件（前年比

▲４２．９％）、負債総額が８億円（同▲６８．６％）

だった。件数・負債総額ともに３か月連続で

前年を下回った。

業種別では小売業が４件、サービス・他が

３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は３件

であった。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．９（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は＋０．６％と、２か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、５月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（５月１０日）時点の前月比で、

灯油価格は値上がりし、ガソリン価格は値下

がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２１年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３）は２９ポ

イント上昇、利益DI（△８）は２２ポイ

ント上昇した。売上DI・利益DIは４期

連続で上昇となった。食料品製造業、小

売業、ホテル・旅館業は、前年の反動も

あり、大幅に上昇した。

２．２０２１年７～９月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△１４）は９ポ

イントの低下、利益DI（△１８）は１０ポ

イントの低下と、売上DI・利益DIとも

に低下の見通しで、新型コロナウイルス

の感染状況などにより先行きに不透明感

がみられる。

項 目
２０１８年
４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１４
利益DI △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１８

定例調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２１年４～６月期実績）

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 売上DI・利益DIともに上昇した。
売上ＤＩ △５３ △３８ △３２ △３ △１５ △１４
利益ＤＩ △４５ △３２ △３０ △８ △１５ △１８

製造業 鉄鋼・機械を除き売上DI・利益
DIともに上昇した。

売上ＤＩ △５２ △４９ △４５ △８ △２０ △１１
利益ＤＩ △４２ △４６ △３８ △１１ △２１ △１５

食料品 全ての業態で売上DIがプラス圏
に持ち直し。

売上ＤＩ △７２ △６８ △４９ ３１ △１０ ７
利益ＤＩ △４１ △４６ △３４ ３２ △２ △９

木材・木製品 製材は持ち直しの動き。木製品は
原材料価格の高騰を受けて弱含み。

売上ＤＩ △７３ △６１ △５８ △２１ △１６ ８
利益ＤＩ △６８ △５６ △４２ △２５ △１６ １３

鉄鋼・金属製品・
機械 横ばい圏の動き。

売上ＤＩ △２１ △３４ △３４ △３９ △３１ △３７
利益ＤＩ △２１ △４３ △３１ △４７ △３７ △３７

非製造業 全ての業種で売上DI・利益DIと
もに上昇した。

売上ＤＩ △５３ △３３ △２６ ０ △１３ △１５
利益ＤＩ △４６ △２６ △２６ △６ △１３ △１９

建設業 民間工事は持ち直し。公共工事は
底堅い動き。

売上ＤＩ △２０ ７ △１３ △７ △２９ △２９
利益ＤＩ △２８ △６ △１８ △１６ △２８ △３２

卸売業 食品卸、資材卸は底堅い動き。機
械卸は弱含み。

売上ＤＩ △７２ △５２ △３０ △１３ △２０ △１８
利益ＤＩ △５７ △３０ △１７ ０ △１４ △１４

小売業 自動車店と燃料店が押し上げ。食品小
売も持ち直しの動き。大型店は横ばい。

売上ＤＩ △６３ △４３ △１８ １１ ５ △７
利益ＤＩ △３０ △１５ △１８ △１１ △８ △２４

運輸業 旅客は持ち直し。貨物は横ばい圏
の動き。

売上ＤＩ △６３ △６０ △５７ △１７ △２６ △４
利益ＤＩ △５６ △３６ △５２ △２１ △２２ △４

ホテル・旅館業 前年の反動で売上・利益DIとも
に改善。

売上ＤＩ △１００ △６２ △１００ ４８ ２５ △１４
利益ＤＩ △１００ △７３ △１００ ３８ ３１ △１４

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１５ △１４
利益ＤＩ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１５ △１８

札 幌 市
売上ＤＩ １ △６ ０ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △１８ △１７
利益ＤＩ △７ △９ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１２ △１８

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △１ △５ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１１ △１２
利益ＤＩ △１３ △９ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１４ △１５

道 南
売上ＤＩ △５ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △８ ０ △１３
利益ＤＩ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △１８ ０ △２６

道 北
売上ＤＩ ４ △９ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △１１ △５
利益ＤＩ １３ △４ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △２４ △１０

道 東
売上ＤＩ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △２６ △１６
利益ＤＩ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △２６ △２２

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品
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△53 △38 △32

△52 △49 △45

△72 △68 △49

△73 △61 △58

△21 △34 △34

△50 △30 △45

△53 △33 △26

△20 7 △13

△72 △52 △30

△63 △43 △18

△63 △60 △57

△100 △62 △100

△46 △34 △ 5

20/7～9
売上DI

20/10～12
売上DI

21/1～3
売上DI 売上DI 売上DI

△45 △32 △30

△42 △46 △38

△41 △46 △34

△68 △56 △42

△21 △43 △31

△50 △45 △52

△46 △26 △26

△28 △ 6 △18

△57 △30 △17

△30 △15 △18

△56 △36 △52

△100 △73 △100

△46 △45 △14

20/7～9
利益DI

20/10～12
利益DI

21/1～3
利益DI 利益DI 利益DI

△ 3

△ 8

31

△21

△39

△16

0

△ 7

△13

11

△17

48

2

△14

△11

7

8

△37

△20

△15

△29

△18

△ 7

△ 4

△14

0

増加 31 不変 35 減少 34

29 34 37

49 33 18

25 29 46

13 35 52

24 36 40

31 38 31

24 45 31

30 27 43

38 35 27

25 33 42

67 14 19

26 50 24

1
増加
9 不変 48 減少 33

22 45 33

27 53 20

41 26 33

5 53 42

20 40 40

17 51 32

7 57 36

16 50 34

31 31 38

25 46 29

24 38 38

18 64 18

△ 8

△11

32

△25

△47

△20

△ 6

△16

0

△11

△21

38

△ 2

△18

△15

△ 9

13

△37

△20

△19

△32

△14

△24

△ 4

△14

△ 4

増加 28 不変 36 減少 36

29 31 40

50 32 18

25 25 50

11 31 58

24 32 44

27 40 33

19 46 35

34 32 34

24 41 35

25 29 46

57 24 19

27 44 29

1
増加
7 不変 48 減少 35

21 43 36

23 45 32

46 21 33

5 53 42

20 40 40

14 53 33

6 56 38

16 54 30

18 40 42

21 54 25

24 38 38

16 64 20

2021/4～6実績（n=409） 2021/7～9見通し（n=407）

2021/4～6実績（n=408） 2021/7～9見通し（n=406）

定例調査

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号

ｏ．３０１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2021.07.13 16.24.36  Page 9 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫
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※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。

過多 過少 過多 過少

定例調査

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号

ｏ．３０１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2021.07.13 16.24.36  Page 11 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�売上不振（４９％） △３ 木材・木製品製造業（４６％）で２２ポイント低下。食料品製造業
（５８％）、運輸業（７１％）、ホテル・旅館業（９５％）は悪化。

�人手不足（４６％） ＋６ 食料品製造業（４２％）、運輸業（５８％）でそれぞれ１５ポイント上昇。
非製造業（４９％）では問題点の１位に浮上。

�原材料価格上昇（３９％） ＋７ 木材・木製品製造業（７９％）で２６ポイント上昇。製造業（５９％）では
問題点の１位に浮上。

�諸経費の増加（２９％） △１ ホテル・旅館業（３３％）で２１ポイント、鉄鋼・金属製品・機械製造業
（４９％）で２０ポイント上昇。卸売業（１９％）は１６ポイント低下。

�人件費増加（２７％） ＋０ 横ばい圏内の動き。

�過当競争（１９％） △５ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（１６％）を除き、全業種で改善。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）

定例調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８１回定例調査（２０２１年４～６月期実績、２０２１年７～９月期見通し）
回答期間：２０２１年５月下旬～６月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上不振
① ② ① ② ① ② ② ① ① ① ① ②
４９ ５０ ５８ ４６ ３５ ６２ ４８ ３４ ５２ ４７ ７１ ９５ ３９
（５２）（５９）（５６）（６８）（４７）（７６）（４８）（３７）（５７）（４６）（６５）（９４）（３１）

�人手不足
② ③ ③ ③ ③ ① ① ③ ② ② ①
４６ ３９ ４２ ３３ ４６ ３１ ４９ ７５ ３１ ３５ ５８ １０ ４８
（４０）（２６）（２７）（２１）（３２）（１９）（４６）（７１）（３５）（３０）（４３）（１２）（４２）

�原材料価格上昇
③ ① ① ① ① ② ③ ② ③ ③
３９ ５９ ５８ ７９ ５４ ５０ ２９ ３１ ４３ ３０ ４６ １９ ７
（３２）（４９）（４６）（５３）（６５）（２４）（２４）（２０）（３２）（２７）（３５）（１２）（１４）

�諸経費の増加
③ ② ②

２９ ３８ ３８ ３３ ４９ ２７ ２５ ２４ １９ ２６ ３８ ３３ ２２
（３０）（２９）（３２）（２６）（２９）（２４）（３１）（３３）（３５）（３０）（３９）（１２）（２５）

�人件費増加
③ ③ ③

２７ ２５ ２０ １３ ３０ ３８ ２８ ３２ ２２ ２３ ２５ ２４ ３５
（２７）（２５）（２７）（２１）（２１）（３３）（２８）（２８）（１５）（３０）（３５）（１８）（４７）

�過当競争
③

１９ １５ ９ １７ １６ ２３ ２１ ２２ ２２ ２８ １３ ２９ １１
（２４）（１３）（１０）（２１）（６）（２４）（２９）（２９）（３０）（３０）（２２）（４１）（２２）

�販売価格低下
③

１１ ８ ７ ４ １１ １２ １２ ８ １７ １６ ４ ２９ ７
（１２）（１２）（１５）（１１）（９）（１４）（１２）（５）（１２）（１６）（１３）（４７）（８）

	設備不足 ９ １５ ２０ ８ ８ ２３ ５ ２ ６ １２ ４ １４ ２
（１０）（１９）（２２）（５）（２１）（２４）（６）（１）（１０）（８）（４）（２４）（３）


資金調達 ５ ５ ４ ４ ３ １２ ５ ０ ２ ９ ８ ２４ ４
（７）（１１）（１０）（５）（９）（２４）（５）（４）（２）（５）（９）（１８）（３）

�価格引き下げ要請 ３ ２ ４ ０ ３ ０ ４ ５ ４ ０ ０ ０ ９
（５）（４）（２）（－）（９）（５）（６）（６）（８）（－）（－）（６）（１１）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ７
（２）（１）（２）（－）（－）（－）（２）（－）（７）（３）（－）（－）（３）

その他 ５ ６ ７ ４ ５ ８ ４ ５ ６ ５ ８ ０ ０
（５）（６）（１２）（－）（３）（５）（５）（５）（３）（５）（－）（－）（１１）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４１２ １００．０％
札幌市 １４５ ３５．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９２ ２２．３
道 南 ４０ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １８．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ４１２ ５８．９％
製 造 業 １９８ １３３ ６７．２
食 料 品 ６８ ４５ ６６．２
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２４ ７２．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３８ ６３．３
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２６ ７０．３
非 製 造 業 ５０１ ２７９ ５５．７
建 設 業 １３９ ８７ ６２．６
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ４５ ４６．４
運 輸 業 ５０ ２４ ４８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２１ ６１．８
その他の非製造業 ８１ ４６ ５６．８

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、道内企業の業況は４期連続での上昇となったものの、前年からの反動要

因も大きく、依然として厳しい状況が続いています。営業スタイルを変えて新たな需要を取

り込むなど、様々な方法でコロナ禍からの回復を目指す中で、製造業を中心に、木材や鋼材

といった原材料の価格が上昇しているという声がみられました。また、非製造業を中心に、

コロナ禍以前の最大の課題であった人手不足についての声がみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 昨年と比較すれば売上は
増加しているものの、首都圏および道外から
の観光客は大きく減少傾向にあり、道内観光
客と僅かな道外観光客が頼りとなっていた。
しかし、GW後はまん延防止措置、緊急事態
宣言が発令され道内の人の往来は自粛傾向に
あり、営業時間の短縮、ランチ営業のみと確
実に営業は縮小せざるを得ない状況になって
いる。（道南［レストラン］）

＜水産加工業＞ 原材料である水産資源の水
揚量が減少傾向にある点が課題である。限り
ある水産資源を用いて柔軟な製品生産、顧客
への提案を続ける必要がある。（道東）

＜製材業＞ 北米における木材価格の高騰
（３～４倍）の影響で日本国内の製材不足が
顕著になっている。あまりにも極端な展開で
先が読めない。建築業者の経営の先行きが懸
念される状況である。（道東）

＜製材業＞ ウッドショックの影響で、他の
材料まで値上げが波及している。道外からの
見積り依頼も来ているが、材料がほとんど手
に入らない。物が手に入らないため、物件の
動きが悪い。（道北）

＜金属製品製造業＞ １月から４月までは例
年並みの売上・利益であったが、５月に入り
鋼材・副資材の値上げ通知が来た。更に６月
下旬～７月上旬にも鋼材の値上げと品種によ
り２割～３割減産するとの案内が来た。鋼材
は昨年１１月下旬からすると２０％～３５％も上昇
しており、発注の延期や中止等で仕事が減少
している。足元は非常に厳しい。（札幌［防雪
柵］）

＜化学製品製造業＞ 売上高は前年並の水準
を維持しているが、原材料価格の高騰分を製
品に転嫁することが難しいため、生産効率を
いかに向上させていくかという取組を進めて
いる。（道央）

＜印刷業＞ コロナ禍により対面営業ができ
ず、商談機会が減少。そのため、商談成立が
減少気味。また緊急事態宣言による公共施設
の閉鎖や営業規模の縮小で、制作する書籍や
図録等が減少。売上は増加せず、生産コスト
が増加している。早くコロナ禍の収束を願
う。なお、営業はオンラインに切り替えて商
談を増やしている。DMも利用し、さらに
SNSの宣伝も開始した。（札幌）

経営のポイント

コロナ禍からの業況回復を目指す中で、原材料価格の上昇や人手不足が課題に
〈 企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜建設業＞ 令和３年度のスタートは令和２
年度工事の工期延長等により技術員配置が出
来ず、受注に至らなかったため、前年に比べ
悪い状況。経験・資格のある技術員が不足し
てきているため、求人活動の成果が求められ
るところ。また、土木建設実務経験者に対す
る求人活動の強化に取り組んでいる。既往求
人活動の他、WEBサイト、人材派遣会社か
らの紹介などを積極的に推進する。（道北）

＜建設業＞ 札幌市を中心とする再開発の動
きや、大型公共施設の建替えが売上を後押し
している。協力業者との連携を含めた、施工
能力の強化が課題となっている。ただし、今
後の受注に関しては厳しい業況が予想され
る。受注体制の強化が必要である。（札幌）

＜建材卸売業＞ 鋼材や木材の値上がりが顕
著に出ていて、それに付随して他の資材も値
上がり傾向にある。木材に関しては品物不足
が予想され、住宅建築着工が見送りになる可
能性がある。（道央）

＜食品卸売業＞ 巣ごもり需要があり、昨年
７月から今年３月までは順調に伸びたが、従
来の数字までには戻せなかった。昨年４月か
ら６月までの３ヶ月間の落ち込みが大きかっ
たので、昨年後半の頑張りだけでは追い付か
なかった。先行きは不安で、何をして良いの
か見当がつかない。もう少しコロナ禍が落ち
着いてからじっくり考える。（道南）

＜食料品小売業＞ 直営店舗の売上減少を補
うべく、WEBショップなどで送料無料キャ
ンペーンなどを行い、売上確保を試みている
が、経費負担が大きく利益を圧迫している状
況が続いている。一昨年より開発している電

子レンジ商品の販売開始や、本格魚屋惣菜店
を百貨店食品売り場に新規オープンした。コ
ロナ禍での課題である、家事疲れに対応する
商品を重点的に訴求していきたいと考えてい
る。（道東）

＜運輸業＞ 原油価格の上昇に伴い運送コス
トが増加している。また、コロナウイルスの
影響による農産物の消費減少が、輸送代金に
大きな影響を与えている。（道央）

＜タクシー業＞ コロナ禍により、国民全体
の生活スタイルが変化し、特に交通関連は大
きな打撃を受けている。当社の営業範囲にお
いては２０～５０％以上売上が落ち込んでおり、
営業スタイルも改善が求められていると考え
る。今までのような夜の営業中心から、昼中
の高齢者や障がい者の利用促進に中心を変化
させていく。（道北）

＜都市ホテル＞ ホテル業界において、新型
コロナ感染症の増加による緊急事態宣言等の
発出で、人の動きの規制や自粛がなされ、収
益の大幅な減少に繋がっている。現況を打開
するためには、新型コロナ感染症の沈静化し
かない。（札幌）

＜警備業＞ 機械警備については全国大手と
の厳しい競争と、それに伴う価格低廉化があ
り、大幅な売上増は望めない。人的警備につ
いては、人手不足が相変わらず深刻ではある
ものの、地域差はあるが、十分に利益を確保
できる単価で推移している。当社は機械警備
が主力であるため、コストを見直し、既存顧
客との関係強化を図り高付加価値商品の提案
に繋げたい。（札幌）

経営のポイント
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Ⅰ．道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて
（１）現状判断
景気判断DI（「回復しているとした企

業の割合」－「悪化しているとした企業
の割合」）は△６９と前年から１９ポイント
上昇し、４年ぶりの上昇となったもの
の、水準感はリーマンショック後の２００９
年並みと低い。
（２）先行き（回復に転じる時期）
道内景気が回復に転じる時期は「２０２１
年中」（１８％）、「２０２２年中」（６０％）、「２０２３
年以降」（２２％）となった。

２．景気先行きの懸念材料（複数回答）
「新型コロナウイルスの動向」（７７％）
が前年に続き１位となった。また、「国
内景気の動向」（７２％）が８ポイント、
「個人消費の動向」（６１％）が８ポイント
前年比低下した。

Ⅱ．賃金の動向について

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手
当等）を引き上げ・引き上げ予定の企業
（６８％）は２ポイント上昇。特別給与
（賞与・期末手当等）を引き上げ・引き
上げ予定の企業（２１％）は１１ポイント上
昇した。

特別調査

景気判断DIは４年ぶりに上昇。定期給与の引上げ企業割合は２年ぶりに上昇
道内景気と賃金の動向について

〈図表１〉景気判断DIの推移

※１９９７年および２００４年は調査実施なし

〈図表２〉賃金の引上げ推移

回
復
し
て
い
る←

→

悪
化
し
て
い
る
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Ⅰ 道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて

〈図表５〉道内景気が回復に転じる時期（n=388）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�２０２１年 １８ １６ １０ ２７ １４ ２０ １８ １０ ２０ ２５ １７ ４０ １６

（６月以前） （１）（２）（－）（５）（３）（－）（１）（－）（－）（８）（－）（－）（－）

（７～９月） （３）（２）（－）（９）（－）（４）（４）（１）（５）（－）（４）（１５）（５）

（１０～１２月） （１３）（１２）（１０）（１４）（１１）（１６）（１３）（９）（１４）（１８）（１３）（２５）（１１）

�２０２２年 ６０ ６０ ７１ ４５ ５４ ６４ ６０ ５４ ６１ ６３ ７４ ５５ ６４

（１～３月） （１３）（１４）（２９）（９）（９）（－）（１３）（１１）（１１）（１５）（１３）（１５）（１８）

（４～６月） （２９）（２８）（２４）（２３）（２６）（４０）（３０）（２２）（３６）（４０）（１７）（１５）（４１）

（７～９月） （１３）（１５）（１２）（５）（２０）（２０）（１２）（１３）（１４）（－）（３５）（２０）（５）

（１０～１２月） （４）（４）（５）（９）（－）（４）（５）（７）（－）（８）（９）（５）（－）

�２０２３年１月以降 ２２ ２４ ２０ ２７ ３１ １６ ２２ ３７ ２０ １３ ９ ５ ２０

〈図表３〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断
〈図表４〉

景気判断DI（△６９）は前年比１９ポイント上昇し、４年ぶりの上昇となった。道内景
気の現状判断は、業種により濃淡はあるが、全業種で前年を上回った。

�先行き〈図表５〉
（回復に転じる時期）

道内景気が回復に転じる時期は、全業種で「２０２２年中」が最も多く、木材・木製品製
造業以外の業種で５０％を超えている。

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある

〈図表４〉道内景気の現状（n=405）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ３ ２ － １３ － － ３ ３ － ７ ４ ５ ２

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （３）（２）（－）（１３）（－）（－）（３）（３）（－）（７）（４）（５）（２）

�横ばい状態 ２５ ３１ ２４ ３３ ３１ ４０ ２２ ２０ ２１ ２３ ２９ １０ ２７

�悪化している ７２ ６７ ７６ ５４ ６９ ６０ ７５ ７７ ７９ ７０ ６７ ８６ ７０

（緩やかに悪化） （５０）（４８）（５３）（３３）（５３）（４８）（５０）（５７）（５９）（４４）（４２）（３３）（４３）

（急速に悪化） （２３）（１８）（２２）（２１）（１７）（１２）（２５）（２０）（２０）（２６）（２５）（５２）（２７）

景気判断DI�－� △６９ △６５ △７６ △４２ △６９ △６０ △７２ △７４ △７９ △６３ △６３ △８１ △６８

前年同時期 景気判断DI △８８ △８９ △９５ △７９ △８５ △９１ △８８ △８８ △８４ △９３ △８１ △９５ △９０

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある

特別調査
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２．景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点（複数回答）

（項 目） 前年比 要 点

�新型コロナウイルスの動向（７７％） △９ 全産業で１位かつ、製造業・非製造業ともに１位となった。

�国内景気の動向（７２％） △８ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（８１％）、卸売業（８６％）で１位。他の業種も全て３位以内。

�個人消費の動向（６１％） △８ ７業種が前年から低下。運輸業（７５％）は６ポイント上昇した。

�原材料価格の動向（４３％） ＋１３ 木材・木製品製造業（８３％）で１位、鉄鋼・金属製品・機械製造業（５７％）で３位となった。

�原油価格の動向（３６％） ＋５ 食料品製造業を除く７業種で前年を上回った。

�公共投資の動向（３５％） ＋１ 公共投資の依存度が高い建設業（６９％）が１位で、前年を上回った。

〈図表７〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移（複数回答）

※「原材料価格の動向」は２０１４年から、「新型コロナウイルスの動向」は２０２０年から調査項目に追加

特別調査
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〈図表８〉景気先行きの懸念材料（複数回答）（n=402）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�新型コロナウイルス
の動向

① ① ① ② ② ① ① ② ② ① ① ① ①
７７ ８２ ８９ ７８ ７８ ７６ ７５ ６７ ７３ ６９ ８８ ９１ ８４
（８６）（８７）（９３）（９０）（８５）（７７）（８５）（８５）（８６）（７６）（９６）（９０）（８３）

�国内景気の動向
② ② ② ③ ① ③ ② ③ ① ③ ② ② ②
７２ ７５ ７６ ７４ ８１ ６４ ７１ ６４ ８６ ６０ ８３ ７１ ７１
（８０）（８４）（８３）（７９）（８５）（８６）（７８）（７１）（７９）（７８）（８５）（９０）（７６）

�個人消費の動向
③ ③ ② ③ ③ ① ③ ③ ③
６１ ５７ ７３ ４８ ３５ ６８ ６３ ５２ ６６ ６９ ７５ ６７ ６４
（６９）（７０）（８８）（６８）（４１）（８２）（６９）（５６）（７４）（８２）（６９）（９０）（６０）

�原材料価格の動向
④ ③ ① ③
４３ ５９ ５８ ８３ ５７ ４４ ３５ ４４ ４５ ２６ ２１ ３３ ２５
（３０）（３９）（４５）（２１）（４７）（３２）（２６）（３３）（３６）（１１）（２３）（２１）（２１）

�原油価格の動向
⑤
３６ ３４ ３６ ２６ ２７ ４８ ３７ ３４ ３０ ３８ ６７ ２４ ３９
（３１）（３１）（４３）（１６）（２４）（３２）（３１）（２５）（２６）（３３）（６５）（２１）（２９）

�公共投資の動向
①

３５ ３１ １３ １７ ４６ ５２ ３７ ６９ ２５ １２ ２５ ５ ３４
（３４）（２８）（１０）（２１）（５３）（３２）（３７）（６６）（３５）（９）（２７）（２１）（３１）

�雇用の動向 ３３ ２５ ３３ ２２ １９ ２４ ３６ ３８ ２９ ４５ ３３ ４３ ３４
（３７）（３４）（４３）（１６）（３２）（３６）（３８）（４１）（３５）（３３）（１９）（３７）（５２）

	物価の動向 ２７ ２４ ２９ ２６ ２２ １６ ２８ ２６ ３２ ３１ ２９ １９ ３０
（２０）（２２）（３１）（５）（２４）（１８）（１９）（１２）（２４）（２２）（１２）（２６）（１９）


政局の動向 ２０ １５ １１ ９ ２２ １６ ２２ ２８ １４ ２１ １７ ２９ ２３
（２０）（２０）（１７）（５）（２９）（２３）（２１）（２３）（２１）（１８）（１２）（３２）（１９）

�中国経済の動向 １９ ２８ ２７ ４８ ２４ １６ １４ １２ １４ １０ １３ １９ ２３
（３０）（３９）（３６）（５３）（３８）（３２）（２７）（２１）（２９）（２７）（３１）（５３）（１９）

�設備投資の動向 １９ ２５ １８ ９ ３８ ３２ １６ ２４ ９ １０ １７ １０ １８
（１７）（１８）（１２）（－）（３２）（２３）（１７）（２２）（２１）（７）（１２）（２１）（１７）

金融機関の融資姿勢 １８ １９ ２４ ２６ １４ ８ １７ ７ ２１ １４ ２９ ４３ １６
（１８）（２１）（２１）（２１）（１８）（２７）（１７）（１４）（１９）（９）（２３）（３７）（１７）

�住宅投資の動向 １５ １３ ４ ３０ １４ １２ １６ ２０ ２５ １０ ２１ ０ ９
（２０）（２５）（７）（７４）（２１）（２３）（１８）（２６）（２８）（１１）（８）（１１）（１０）

�電気料金の動向 １３ ２０ ２９ １３ １４ ２０ １０ １１ ５ １２ ０ １９ １６
（１１）（１６）（２４）（５）（１５）（１４）（８）（７）（９）（９）（－）（２１）（１０）

�欧米経済の動向 １２ １８ １６ ４４ １１ ８ １０ ８ ７ ７ １３ １４ １６
（２３）（２９）（３６）（２６）（２４）（２７）（２０）（１５）（２１）（２０）（２３）（３７）（１９）

�米中貿易摩擦の動向 １１ １５ １１ ２２ １６ １６ ９ ６ １３ １２ １３ ０ ９
（２２）（２３）（２４）（２１）（２１）（２７）（２１）（１９）（２２）（２４）（１９）（２６）（１９）

�株価の動向 １１ １１ ９ １７ ８ １２ １１ １２ １１ １４ １３ ５ １１
（１３）（１２）（１４）（１１）（１５）（５）（１４）（１４）（１６）（９）（１９）（１６）（１４）

�金利の動向 １１ １４ １８ １７ ８ １２ ９ １１ ９ ７ ８ ５ １１
（８）（９）（１０）（５）（６）（１４）（８）（１０）（５）（９）（４）（５）（１０）

�為替の動向 １０ １５ １６ ３０ １１ ８ ８ ５ １１ １２ ８ ０ ９
（１１）（１６）（１４）（２６）（１５）（１４）（８）（７）（１４）（２）（８）（１６）（５）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ３ ５ ２ ４ ５ ８ ２ １ ０ ２ ４ ０ ７

（５）（４）（５）（５）（３）（５）（５）（３）（９）（２）（４）（５）（５）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査の実績

特別調査
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Ⅱ 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向〈図表１０〉 「引き上げ・引き上げ予定」（６８％）は前年比２ポイント上昇。木材・木製品製造業（５０％）、
ホテル・旅館業（２６％）の２業種が前年を下回り、その他６業種が前年を上回った。

�特別給与の動向〈図表１１〉 「引き上げ・引き上げ予定」（２１％）が前年比１１ポイント上昇。ホテル・旅館業を除く７業
種が前年を上回った。「引き下げ・引き下げ予定」（１２％）は前年比４ポイント低下した。

�賃金見直し時の重視項目
〈図表１２〉

「企業の業績」（８７％）、「雇用の維持・確保」（５０％）がともに前年比１ポイント低
下。「世間相場」（１９％）が前年比３ポイント低下し、５業種で前年を下回った。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

２１ １６ ９ １３ ２６ １６ ２３ ２８ ２４ ２３ １８ ０ ２４
（１０）（４）（０）（５）（９）（５）（１３）（２３）（２）（１１）（１２）（０）（１８）

�引き下げ・引き下げ予
定

１２ １３ ２２ ４ ５ １６ １１ ７ ７ ９ １４ ３２ １７
（１６）（２０）（２４）（１６）（１８）（１８）（１４）（５）（１７）（１８）（２０）（２５）（９）

�前年並みとした ３８ ４２ ４９ ４２ ３９ ３２ ３６ ３８ ４２ ３５ ２３ ５ ４６
（３３）（２７）（２７）（１６）（２６）（３６）（３６）（３８）（４３）（３４）（２８）（５）（４３）

�今のところ未定 ３０ ３０ ２０ ４２ ２９ ３６ ３０ ２７ ２７ ３３ ４５ ６３ １３
（４１）（４９）（４９）（６３）（４７）（４１）（３８）（３３）（３８）（３６）（４０）（７０）（３０）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表９〉項目別の要点

〈図表１１〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向（n=403）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

６８ ６４ ５６ ５０ ７９ ６８ ７０ ８１ ７５ ６０ ５９ ２６ ７６
（６６）（６３）（４４）（６３）（７６）（７７）（６７）（７８）（６６）（５９）（５４）（３０）（８０）

①（定期昇給のみ実
施）

４２ ３９ ３６ ２５ ５３ ３６ ４４ ４４ ５２ ４０ ４５ ２６ ４４
（３８）（３３）（１８）（３７）（４１）（４５）（４１）（４３）（４３）（３４）（３３）（２０）（５３）

②（ベースアップのみ
実施）

６ ７ ４ ８ ８ ８ ５ ８ ７ ０ ０ ０ ７
（８）（７）（５）（１６）（３）（９）（８）（８）（９）（５）（８）（５）（１１）

③（定期昇給とベース
アップを実施）

２０ １８ １６ １７ １８ ２４ ２１ ２９ １６ ２１ １４ ０ ２４
（１９）（２３）（２１）（１１）（３２）（２３）（１８）（２６）（１４）（２０）（１３）（５）（１６）

�引き下げ・引き下げ予
定

１ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ５ ５ ５ ２
（３）（２）（５）（－）（－）（－）（４）（３）（２）（５）（４）（１５）（２）

�前年並みとした １８ １８ ２２ ２９ ８ １６ １７ ８ １４ ２８ ２３ ４２ １６
（１５）（１５）（２３）（２１）（６）（９）（１４）（１０）（１７）（１４）（１７）（３０）（１１）

�今のところ未定 １３ １８ ２２ ２１ １３ １６ １１ １０ １１ ７ １４ ２６ ７
（１７）（２０）（２８）（１６）（１８）（１４）（１５）（１０）（１６）（２３）（２５）（２５）（７）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１０〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向（n=403）
（単位：％）

特別調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収

調査内容
道内景気の現状と先行き、および賃金の動向につ
いて

回答期間
２０２１年５月下旬～６月中旬

本文中の略称
（Ａ）景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

（Ｂ）ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８７ ８９ ８９ ９６ ７８ ９６ ８７ ８６ ９３ ８３ ９１ ８４ ８３
（８８）（８９）（８７）（８４）（９７）（８６）（８７）（８５）（９１）（８８）（８７）（８０）（８９）

�雇用の維持・確保 ５０ ４８ ５８ ３８ ４７ ４０ ５２ ５７ ３８ ５２ ５５ ４７ ５９
（５１）（５０）（５４）（３２）（５３）（５７）（５１）（６０）（３５）（４４）（５７）（６０）（５５）

�世間相場 １９ １７ ２０ ８ １４ ２４ ２０ ２８ ９ ３６ ９ ２１ １１
（２２）（２１）（２１）（１１）（２７）（２４）（２２）（２３）（２５）（２８）（１７）（２０）（１６）

�物価の動向 ４ ４ ９ ０ ０ ４ ５ ４ ４ ５ １４ ５ ２
（９）（１４）（１８）（１１）（１２）（１４）（７）（７）（４）（９）（１３）（５）（９）

�その他 ３ ２ ４ ０ ３ ０ ３ ２ ２ ２ ０ １６ ４
（２）（１）（－）（－）（－）（５）（３）（３）（４）（－）（－）（１５）（２）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

企業数 構成比 地 域
全 道 ４１２ １００．０％
札幌市 １４５ ３５．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９２ ２２．３
道 南 ４０ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １８．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９９ ４１２ ５８．９％
製 造 業 １９８ １３３ ６７．２
食 料 品 ６８ ４５ ６６．２
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２４ ７２．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３８ ６３．３
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２６ ７０．３
非 製 造 業 ５０１ ２７９ ５５．７
建 設 業 １３９ ８７ ６２．６
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ４５ ４６．４
運 輸 業 ５０ ２４ ４８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２１ ６１．８
その他の非製造業 ８１ ４６ ５６．８

〈図表１２〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）（n=399）
（単位：％）

調 査 要 項

特別調査
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今回の調査では、道内景気は景気判断DIが４年ぶりに上昇したものの、リーマンショッ

ク後並みと低い水準感となりました。コロナ禍の影響により、先行きを厳しくみている声が

多く寄せられています。

賃上げは、定期給与の引き上げの割合が２年ぶりに上昇しました。賃金制度の創設や、今

後給与体系の見直しを検討といった声が聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

【道内景気の現状と先行きについて】

＜食料品製造業＞ 新型コロナウイルスの動

向が一番にあげられると思う。観光に頼って

いるため、人の往来がなくては先行き不安し

かなく、加えてインバウンド需要が数年見込

めないとなれば、国内客をどう回していくか

にかかってくると思う。昨年のGoToトラベ

ルなどで効果が実証されている国や道の観光

割の復活に期待するしかないと考えている。

（道南）

＜製材業＞ あらゆる面が不透明で先が見え

ない状況が当面続くと予想。特に当社の事業

においては、コロナと同時にウッドショック

の影響がどのように出てくるか、非常に重要

な問題だと捉えている。（道北）

＜金属製品製造業＞ 新型コロナウイルスの

動向にかなり左右されると思う。また、原材

料や物価の動向により、設備投資にもかなり

影響が出て来ると思われる。コロナが収束す

ると、景気は徐々に良い方向に向かうと思

う。（道北［金属加工］）

＜化学製品＞ 新型コロナウイルスの収束が

見えない中、原材料価格の高騰が続いている

状況ではあるが、ワクチン等の普及により、

消費拡大が少しでも起こるのではないかと見

ている。（道央）

＜建設業＞ 新型コロナウイルスの打撃を受

けた観光業、飲食業の救済が優先され、公共

事業での景気対策は難しいと思っている。国

土強靭化加速化計画の予算は計画されている

が、税収、財政悪化による延期、縮小を懸念

している。民間の消費や道内景気が回復しな

ければ、建設業界の景気回復にはつながらな

いと思っている。（道南［土木工事］）

＜住宅建築業＞ 新型コロナウイルスはいず

れ収束するが、少子化、人口減少は加速して

いる。地方の存続の危機は年々進んでいる。

（道央）

＜食料品卸売業＞ コロナ禍によって変化し

た需要がさらなる変化を生むと予想した場

合、環境変化に応じた小回りの利く方針転換

が必要になると考える。そのための企業の体

力と体質を見直しておく必要がある。（札幌

［茶卸売］）

経営のポイント

景気判断は低水準も、賃金制度の創設や給与体系の見直し検討などの動きがみられる
〈 企業の生の声〉

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

＜石油製品卸売業＞ ワクチン接種の進行と

期待から、年後半には景気が上向きになる

が、消費行動の正常化に伴う景気回復は年明

けになるのではないかと考えている。（札幌）

＜事務用品小売業＞ コロナ収束後に、体力

の無い企業の淘汰が加速すると思われる。中

小企業では、資金繰りの厳しい企業の倒産・

廃業が増加するであろう。急速な回復は見込

まれないと思う。（札幌）

＜タクシー業＞ ワクチンを接種するまで

は、景気の回復は全く見込めない。また、ワ

クチンを接種しても、コロナ禍前のように人

が出歩かないのでは景気はなかなか回復しな

い。（道央）

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルスの感染

状況が引続き景気に大きく影響する。とりわ

け、ワクチン接種がどれだけ早く進むかがポ

イントである。感染収束後に旅行したいとい

うニーズは高く、当面は国内旅行に限定され

ると思われるが、裾野が広い観光業は本州か

らの旅行客が回復すれば道内経済に与える影

響は大きい。（道北）

＜観光ホテル＞ 諸外国との取引状況によ

り、物価や原油の価格変動が懸念される。海

外渡航の完全解禁は先行き不透明。インバウ

ンド頼りの業種は厳しいと思われる。（道北）

＜警備業＞ パンデミックが収束しなけれ

ば、道内経済に影響の大きい観光業・飲食業

は引き続き厳しい状況が続くとみている。（札

幌）

【賃金動向について】

＜食料品製造業＞ 雇用の維持も大切であ

り、業績が上向きに戻る事が、賃金見直しの

条件となってくる。（札幌［弁当］）

＜食料品製造業＞ 明確な賃金基準を設け

て、中期経営計画を達成するための賃金制度

を創設した。自社業績は前期までは苦しかっ

たが、今期から大幅な伸長が見込めるため、

「モチベーション」を重視した改定を行った。

（道央［きのこ］）

＜木製品製造業＞ 業界・地域的にベース賃

金が低く、採用に関して弱い。若年層の定着

率も低い。物価上昇率に負けない、ベース

アップが出来ていない。（道北［家具製造］）

＜鉄鋼業＞ 賃金の水準は業界内では悪くな

い水準を保っており、全業種の北海道平均よ

り良い水準で払えているが、景気の悪化と、

販売価格の下落で収益が悪化した際に、その

まま維持できるかどうかが試される。現状で

は特に賃金等級等の策定がなされていないた

め、従業員に対してオープンでフェアな賃金

体系の策定を考えている。（道東［建築鉄骨］）

経営のポイント
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜印刷業＞ 売上は減少しているが人件費の

総枠は昨年並みを維持し、諸経費削減を徹底

して人件費に充てる。企業を守り、社員・従

業員を守るに徹している。（札幌）

＜建設業＞ 前期から評価制度を導入し、試

行錯誤している状況。従業員の納得性が高い

制度の構築が課題である。（札幌［解体工

事］）

＜土木工事業＞ 地場同業者の相場よりは高

い賃金を払っているが、若年層の事務職の給

与が低いため、本州企業並みまで引き上げた

いという考えはある。能力給を導入するなど

の給与体系見直しが検討課題である。（道央）

＜電気製品卸売業＞ 今期は特に、年末に向

けた販売見通しが立っていないため、夏期賞

与の支給水準を下げざるをえないのが現状で

ある。（札幌）

＜包装用品卸売業＞ 自社の業績を見ながら

ではあるが、福利厚生面含め、社員の待遇面

の改善は継続的に行っていきたいと考えてい

る。特に現状においては、モチベーションの

維持のため、コロナ禍における頑張りに対

し、出来るだけの対応はしていきたい。（札

幌）

＜リサイクルショップ＞ これといった評価

制度が無く、試行錯誤している。自社の状況

に応じた「働き方改革」を進めつつ、各々の

スキルにあった形で業務内容を変更し、成果

報酬に変更する予定である。（道北）

＜運輸業＞ 最低賃金の上昇や、同一労働同

一賃金の施行等により、非正規社員と正規社

員の賃金バランスが崩れ、企業負担の増加が

業績に大きく影響を与えている。（道央［貨

物］）

＜都市ホテル＞ 新卒社員と若手社員との賃

金差が少なくなっているため、勤務や経験年

数に応じて是正を考えている。（札幌）

＜観光ホテル＞ 現状の売上でも、給与、賞

与は確保しなくてはならない。従業員の生活

を守る事が、地域経済を守る事と考えてい

る。（道央）

＜物品賃貸業＞ コロナ禍で４月からの賃上

げは定期昇給のみ実施した。有望社員のモチ

ベーション向上のため、本来はベースアップ

が必要だったが見送った。当社は平均年齢も

４０才半ばになり、将来を見据えた賃金の見直

し改正を考えているが、やはりコロナ収束が

一番。賞与も利益減少のため支給金額もコロ

ナ前に比べ２０％前後マイナスになっている。

社員のモチベーション低下にならないかが心

配で、常に会社の近況を社員にオープンにし

ている。（道央［建設機械リース・レンタル］）

経営のポイント
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目的地

道央の比率

道北 道東 道央 道南 道内計 道外 合計

出

発

地

道北 ０．０ ４．９ ２２．９ ０．２ ２８．０ ３．３ ３１．２ ７３．１

道東 ４．４ ０．０ ９．２ ０．４ １３．９ ２．５ １６．５ ５５．８

道央 ２３．０ １０．６ ０．０ １０．０ ４３．７ ２８．１ ７１．７ ０．０

道南 ０．１ ０．５ ８．７ ０．０ ９．３ ３．１ １２．５ ７０．２

道内計 ２７．５ １５．９ ４０．８ １０．７ ９４．９ ３７．０ １３１．９ ３０．９

道外 ３．７ ２．３ ２３．７ ３．８ ３３．５ ３，８５４．６ ３，８８８．０ ０．６

合計 ３１．２ １８．３ ６４．５ １４．４ １２８．４ ３，８９１．５ ４，０１９．９ １．６

道央の比率 ７３．７ ５８．０ ０．０ ６９．６ ３４．０ ０．７ １．８

（表１）道内を中心とした全機関・全目的の純流動（２０１５年の秋季１日・千人）

（資料）国土交通省「全国幹線旅客純流動調査」をもとに作成。

１．はじめに

北海道における交通を考える起点として、「札幌を極とした広域分散型の都市構造」、「いち早

く進む人口減少」、「物流における季節繁閑と片荷」、「交通基盤の整備の遅れ」があげられる。こ

うした事情が、北海道の交通の現況を形づくっており、様々な課題も生じている。

さらに、新型コロナウイルス感染症の流行によって、対面から非対面へなど、仕事や生活のあ

り方に大きな変化が生じている。こうしたなかで、交通需要の大幅な減少によって、関係企業の

多くが深刻な影響を受けており、ポストコロナに向けて新たな対応が求められている。

本稿では、北海道における交通の現況と課題を概観し、可能な範囲で今後の対応方向を提起す

るとともに、コロナ禍による影響も踏まえて、道内７空港のコンセッションを担う北海道エア

ポート、JR北海道の経営の持続性についても考察していく。

２．北海道における交通の現況と課題

北海道の地域構造は、札幌を集中の極とした広域分散型の都市構造が大きな特色となってい

る。札幌を中心に、旭川や苫小牧までは一定の人口密度の地域がある程度連坦しているが、稚

内、北見・網走、釧路、函館といった拠点都市は、札幌からおよそ３００キロも離れたところに所

在している。

表１では、２０１５年の全国の旅客流動をみている。道内から道内への流動をみると、道北からの

７割、道東からの６割、道南からの７割が道央への流動になっている。また、道外から道内への

流動も７割が道央への流動になっており、道央集中が顕著となっている。行政や経済が札幌中心

に成り立っていることに加えて、交通基盤も道央中心に整備されてきたことによるものと言え

る。

寄稿

北海道における交通の未来
北海道大学公共政策大学院客員教授

石井吉春
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１９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１５

実数

（千人）

道北 ２９．０ ３８．５ ４６．７ ３６．７ ２４．３ ２８．０

道東 １７．２ ２３．３ ２１．２ １３．９ １１．４ １３．９

道央 ３９．２ ４６．５ ５２．１ ４２．５ ３２．８ ４３．７

道南 １１．１ １３．３ １３．０ ８．６ ６．１ ９．３

道内計 ９６．６ １２１．６ １３３．０ １０１．７ ７４．６ ９４．９

道外 ２４．７ ３１．８ ３０．２ ３４．２ １８．４ ３３．５

合計 １２１．３ １５３．４ １６３．３ １３５．９ ９３．０ １２８．４

指数

（２０００年

＝１００）

道北 ６２．２ ８２．５ １００．０ ７８．７ ５２．０ ５９．９

道東 ８１．０ １０９．７ １００．０ ６５．４ ５３．７ ６５．７

道央 ７５．３ ８９．３ １００．０ ８１．６ ６２．９ ８３．９

道南 ８５．５ １０２．４ １００．０ ６６．４ ４７．１ ７１．８

道内計 ７２．６ ９１．４ １００．０ ７６．５ ５６．１ ７１．４

道外 ８１．７ １０５．１ １００．０ １１３．１ ６０．８ １１０．６

合計 ７４．３ ９４．０ １００．０ ８３．３ ５６．９ ７８．６

（表２）出発地別にみた道内への純流動（２０１５年秋季１日・千人）

（資料）同上。

次に、図表は省くが、交通需要の基礎となる道内の人口動向を概観する。札幌はまだ人口増加

が続いているが、地方ではすでに人口減少が顕著となっており、今後さらに減少が見込まれてい

る。国勢調査の道内人口は、１９９５年の５，６９２千人をピークに２０２０年には５，２２９千人へと８％減少し

ている。市町村別にみると、札幌市がこの間＋１２％の増加になったのに対して、遠隔の主要交通

拠点となる稚内市が△２７％、北見市・網走市が△１４％、釧路市が△２１％、函館市が△２１％と、道

内平均を上回る減少となっている。

さらに、国立社会保障・人口問題研究所が２０１８年に公表した地域別の将来人口推計をみると、

２０４５年には、稚内市が１８千人、北見市・網走市が１０８千人、釧路市が１１４千人、函館市が１６３千人

まで減少すると見込まれている。上記のように人口減少が進めば、道内の拠点間交通の維持が一

層困難になることが懸念される。

表２では、出発地別に１９９０年以降の道内への旅客流動の変化をみている。道内から道内へ１日

の流動は、１９９０年の９７千人から２０００年には１３３千人まで増加している。その後、２０１０年には７５千

人まで減少しているが、２０１５年に９５千人に反転している。直近の増加については、経済の好転が

背景要因にあると考えられるが、基調的には、人口減少が流動減少の背景要因になっているもの

とみられる。

道外から道内への流動も、上記とほぼ同様の動きとなっているが、２０１０年から２０１５年の増加幅

が大きくなっていることが特筆できる。こうした動きは、インバウンドの伸長によるものとみら

れ、２０００年を１００とする指数で、２０１５年の道内が７１にとどまっているのに対して、道外は１１１まで

増加している。

図１では、各地域への交通機関別の旅客流動をみている。道内から道内の流動をみると、道央

を除いた地域で、乗用車等が８割を超える比率になっている。一方、道外から道内の流動は、新

幹線が開通している道南を除いた地域で、航空が９割を超える比率となっている。図２では、全
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（図１）道内各地域への交通機関別純流動の構成比（２０１５年秋季１日・％）

（資料）同上。

（図２）出発地別にみたブロック別・機関別旅客純流動の構成比（２０１５年年間・％）

（資料）同上。

国の地域別の交通機関別流動をみている。これをみると、本州、四国、九州では乗用車等と鉄道

が主要な移動手段になっているのに対して、北海道と沖縄は大部分が航空となっている。ちなみ

に、図表は省いたが、道外との貨物流動も約９割が船舶となっており、離島とさほど変わらない

構造となっている。

表３では、貨物の２０００年度以降の道内発着別の流動量をみている。道内発、道内着ともに流動

量は減少が続いており、道内発で２０００年度の６２５千トンが２０１９年度には３３％減の４１８千トンに減少

している。生活物資が流動の中心になっていることから、人口減少の影響を強く受けているとみ

られる。
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道内発 道内着

２０００ ２０１０ ２０１９ ２０００ ２０１０ ２０１９

札幌 １５７．０ １１３．７ １３６．８ １５０．０ １１０．６ １３５．１

旭川 １１２．０ ７１．９ ４４．２ １１０．２ ７０．７ ４２．８

函館 ４９．６ ３９．０ ３０．６ ４８．１ ３７．８ ２８．８

室蘭 ６８．４ ５６．９ ５７．５ ８１．６ ６２．７ ６４．６

釧路 ６１．２ ４８．４ ５４．６ ６３．２ ４４．１ ５５．６

帯広 ６７．０ ５０．４ ４３．０ ６３．０ ５０．５ ４１．２

北見 ８２．６ ５２．４ ２５．６ ８１．５ ５６．５ ２４．３

道内計 ５９７．７ ４３２．８ ３９２．４ ５９７．７ ４３２．８ ３９２．４

道外 ２７．６ ２７．５ ２５．５ ３８．２ ２９．５ ３１．７

計 ６２５．３ ４６０．２ ４１７．９ ６３５．９ ４６２．３ ４２４．０

（表３）道内発着の貨物流動の推移（千トン）

（注）札幌：石狩、深川市及び雨竜郡を除く空知、後志。旭川：上川、宗谷、留萌、深川市及び雨竜郡。
函館：檜山、渡島。室蘭：胆振、日高。釧路：釧路、根室、十勝。北見：オホーツク。

（資料）国土交通省「貨物地域流動調査」をもとに作成。

（図３）道内発貨物の月別輸送状況（２０１５年度・千トン）

（資料）日本貨物鉄道北海道支社「鉄道貨物輸送年報」をもとに作成。

貨物流動の課題として、季節繁閑とそれに伴う片荷の問題がある。農水産物が道内発の主要貨

物の一つになっていることに起因するもので、主に鉄道がその受け皿になってきた。JR貨物の

資料により、２０１５年度の農産品とその他に区分した道内から道外への月別輸送状況をみたのが図

３となる。農産品以外は小幅な変動にとどまっているのに対して、農産品の季節波動は大きい。

図表は省いたが、道内農産物の約３割を鉄道が担っているのに対して、農産物の季節繁閑の約７

割を鉄道が担っている。運賃値上げなどの動きが顕在化するなかで、足下での季節繁閑はある程

度改善をみているが、図４のとおり出荷のピークとなる８月から１１月は道内向けで、出荷が少な

い４月から７月は本州向けで、一定量の片荷が生じている。
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（図４）道内～本州の鉄道輸送の状況（２０１５年度・千トン）

（資料）同上。

最後に、社会資本としての交通基盤の整備状況をみると、港湾と空港は一定の整備水準にある

ものの、それぞれ苫小牧港、新千歳空港への機能集中が顕著となっている。陸路による本州との

つながりは、新幹線がようやく新函館北斗まで延伸したが、札幌への延伸は２０３０年以降になる見

通しにある。また、高速道路は道内のみのネットワークにとどまっているほか、いまだに十分に

主要拠点間をつないでいるとは言えない状況にある。

骨格的な高速交通体系の整備は、いわば北海道発展のための基礎条件と言える。その意味で

は、「新全国総合開発計画」で、札幌～福岡までの大都市間の国土軸を有機的に連結する高速交

通体系の整備を明確に掲げてから５０年を経て、なお新幹線、高速道路ともにつながっていないの

は札幌のみとなっており、交通基盤整備の面でも大きな課題を抱えている。

３．コロナ禍と交通

足下の交通需要は、コロナ禍によって大きく減少しており、なかでも、航空、新幹線などの落

ち込みが顕著となっている。図５では、新幹線と航空の旅客キロの近年の動きをみている。ちな

みに、２０１８年の旅客数は、新幹線３８６百万人、国内線１０３百万人、国際線２３百万人となっている

が、旅客キロではほぼ同水準となっている。

２０２０年で、新幹線は４５９億人キロと、２０１８年対比で５６％減となっている。また、航空は、国内

線が４３６億人キロで同５４％減、国際線が２２５億人キロで同７８％減となっている。
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（図５）新幹線と航空の旅客キロの推移（億人キロ）

（資料）国土交通省「鉄道輸送統計」「航空輸送統計」をもとに作成。

需要の大幅減少に伴い、航空各社、JR各社の２０２０年度決算はきわめて厳しい状況になってい

る。航空各社の状況をみると、図表は省くが、JALは連結ベースで、２０２０年度の営業収入は対前

期比６５％減の４．８１２億円で、純損益は△２，８６６億円の赤字となっている。ANAも営業収入は同

６３％減の７．２８６億円となり、純損益も△４，０４６億円の赤字となっている。

２０２１年度の業績予想は、JALは非開示となっているが、ANAは営業収入１兆３，８００億円、純利

益３５億円としている。業績回復に向けては、両社ともに、国内線を中心に需要が急ピッチに回復

するとともに、徹底した経費削減を実現していくことが必須となっている。また、両社の中期的

な展開方向をみると、国内や海外におけるLCC強化、非航空事業の拡充などが打ち出されてい

る。さらに、必ずしも明示的に示されていないものの、収益力強化につながる路線の再構築と

いった動きも加速化するものとみられる。なお、道内本社のエアドゥは、△１２２億円の赤字を計

上し、２０２２年１０月に九州に本拠を置くソラシドエアと経営統合することを公表している。

表４では、JR各社の２０２０年度の単体決算と２０２１年度業績予想をまとめている。上場４社で、

２０２０年度の営業収入は２兆３，７８４億円と、前期から半減しており、当期損益は△９，３７３億円の赤字

となっている。JR北海道は、営業収入は対前期比４２％減の５１０億円、当期損益も△３７２億円と

なっている。また、JR四国は、営業収入は対前期比４１％減の１６５億円、当期損益も△６５億円と

なっている。

財政基盤の弱いJR北海道、JR四国については、新たな国の支援策により、コロナ禍による損

失についても相当程度補填される見通しとなっている。一方、上場４社は構造改革を急ぎ、２０２１

年度には黒字転換を果たす予想となっているが、国内の感染状況やワクチン接種状況によっては

回復に遅れが生じる可能性もある。JR東日本を例に、構造改革の具体策をみると、新幹線や通

勤需要の縮減を前提に、駅を「ビジネスを生み出す場所」に転換すること、不動産事業の強化、

観光の活性化、マイクロツーリズムなどによる近距離需要の創出、ピークシフトの推進などが打

ち出されており、業務の抜本的な見直しを提起している。
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実数（億円）

営業収入指数

（２０１９＝１００）

営業利益率

（％）

当期利益率

（％）

営業収入 営業利益 当期利益

２０１９ ８７５ －５２１ －７ １００．０ －５９．５ －０．８

ＪＲ北海道２０２０ ５１０ －８１４ －３７２ ５８．３ －１５９．６ －７２．９

２０２１ ６５５ －７２２ －１４５ ７４．９ －１１０．２ －２２．１

２０１９ ２０，６１０ ２，９４０ １，５９０ １００．０ １４．３ ７．７

ＪＲ東日本２０２０ １１，８４１ －４，７８５ －５，０６６ ５７．５ －４０．４ －４２．８

２０２１ １６，７７０ ３７０ ２５０ ８１．４ ２．２ １．５

２０１９ １４，３６９ ６，２３０ ３，７８８ １００．０ ４３．４ ２６．４

ＪＲ東海 ２０２０ ５，４１７ －１，７５９ －２，０２３ ３７．７ －３２．５ －３７．３

２０２１ ９，９８０ ２，１２０ ８７０ ６９．５ ２１．２ ８．７

２０１９ ９，６１９ １，１９７ ７３５ １００．０ １２．４ ７．６

ＪＲ西日本２０２０ ５，０７９ －２，３３８ －２，１７３ ５２．８ －４６．０ －４２．８

２０２１ ７，３６５ ３０ ２５ ７６．６ ０．４ ０．３

２０１９ ２８０ －１３１ ５ １００．０ －４６．８ １．８

ＪＲ四国 ２０２０ １６５ －２２６ －６５ ５８．９ －１３７．０ －３９．４

２０２１ ２３０ －１６８ －４４ ８２．１ －７３．０ －１９．１

２０１９ ２，１４８ ３４３ ２８６ １００．０ １６．０ １３．３

ＪＲ九州 ２０２０ １，４４７ －２０５ －１１１ ６７．４ －１４．２ －７．７

２０２１ １，７７２ ３５ １０１ ８２．５ ２．０ ５．７

（表４）ＪＲ各社の決算状況と業績見通し

（資料）各社決算資料をもとに作成。

こうした動きをみると、交通関係企業は抜本的な事業再構築を達成しないと生き残れない状況

にあり、各社とも変革への取り組み姿勢を強めている。

４．ポストコロナにおける持続可能な交通体系の方向

広域分散型という北海道特有の都市構造を踏まえれば、札幌から３００キロ程度離れた稚内、北

見・網走、釧路などとの拠点間輸送は、コスト面である程度の優位性を構築した上で、航空が担

うのが理想と言える。座席数が少なくコストの低い高速バスにも、一定の役割が期待できるが、

JRは大量高速輸送に適した区間を中心に、路線の重点化を図っていく必要がある。主要なJR路

線のうち、石北線、宗谷線の２路線は、単独で維持できない線区と位置づけられており、２０１９年

度で同線区の営業赤字の過半となる△６９億円の赤字となっている。コロナ禍によって、さらに収

支が悪化しているとみられるほか、重なる航空路線も収支は厳しくなっているとみられ、適切な

役割分担を構築できないと共倒れになりかねない状況も考えられる。

あえて私見を書くが、新千歳～稚内、新千歳～女満別にLCCを導入し、生活圏ごとに必要なバ

ス路線も整備し、いずれ宗谷線、石北線を廃止するという流れが、拠点間輸送の持続性を確保で

きる唯一の方法ではないかと考えている。２０１５年の年間需要をみると、稚内～札幌間は、航空が

６７千人、鉄道が１０５千人、高速バスが９７千人、乗用車等が５９９千人の計８６８千人の流動（往復）と

なっている。また、北網（北見・網走）～札幌間は、航空が１０７千人、鉄道が１６５千人、高速バス

が３４３千人、乗用車等が９７０千人の計１，５８５千人の流動となっており、航空と鉄道とを合わせれば
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（図６）道内の拠点間輸送の状況（２０１５年年間・千人）

（資料）国土交通省「全国幹線旅客純流動調査」をもとに作成。

LCCが２往復飛べるくらいの需要は現に存在するとみられる。ちなみに、LCCは座席数が１８０席

程度で、国土交通省の推計による２０１５年度の１座席当たり費用は６～８円／キロとなっている。

座席当たり費用を８円／キロ、搭乗率７０％とした乗客１人当たり費用は５千円程度と試算され、

料金も７～８千円程度に収まるものとみられる。仮にJRの赤字の一定額を路線定着の立ち上げ

支援に用いたとしても、赤字の大幅な縮減が可能となる。LCCは所要時間のみならず、料金でも

既存の交通手段に対する優位性を持ち得るとみられ、実現できれば、観光面などでも波及効果は

大きいと考えられる。路線改廃の議論はタブー視されているようにもみえるが、危機的な状況の

なかだからこそ、地域自らが建設的な議論を行っていく必要がある。

ネットワークを維持していくためには、交流人口の増加を図っていく必要があるが、運賃の引

下げやスムーズな乗り継ぎなど、利用者利便の改善が重要となる。なお、道内のみならず、道外

から道内を含む各輸送機関の連携を促進するためには、MaaSなどのソフト面の充実はもとよ

り、北海道新幹線の新千歳空港までの延伸、新幹線札幌駅に隣接する高速バスターミナルの設置

といったハード面の整備についても検討が必要になっている。

物流の効率化に向けては、農産品の季節繁閑の縮小が最大の課題となる。道内での保管や加工

に力を入れていく必要があるが、こうした動きを誘引するためにも、繁忙期の運賃の適正化が不

可避となっている。運輸業は固定費中心の事業になっていることから、ピークを下げる努力に

よって、基盤強化や運賃の低減にもつながる可能性があり、広い視野で方向感を持つ必要があ

る。

この項の最後に、今後の社会資本整備の方向についても私見を述べる。北海道の２０１５年の人口

１人当たり旅客純流動は２．２回と、ブロック別で最も少ない水準にあり、全国平均の１３．８回の２

割にとどまっているほか、沖縄の４．７回にも大きく水をあけられている。また、北海道から東京

の１０トントラック運賃は、九州から東京の費用より６万円程度高い水準にある。いずれも、北海

道の広さも影響しているとみられるものの、本州と陸路でつながっていないことに起因している
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と考えられる。北海道にとって、あらためて本州とどうつながるかが大きな課題になると言えよ

う。

こうした問題認識から、有志による研究会を立ち上げ２０１８年に、自動車での有人走行が可能と

なる第二青函トンネル構想を提起している。同構想は、JAPIC（日本プロジェクト産業協議会）

に引き継がれ、パレット台車輸送併用による自動運転車の専用道路（片道１車線）と貨物鉄道

（単線）を併設するトンネル構想として再構築されている。整備費は、トンネル本体で約７千億

円、高速道路や鉄道への連結部分を含めて約１兆円と積算されている。このうち、トンネル本体

はコンセッション方式を用いて、長期を要するものの、民間事業として投資回収が可能との想定

がなされている。現状の海路による運賃が割高になっているため、トンネル整備によって、規模

の経済が働くものと考えられる。本稿では詳細の説明は割愛するが、北海道として、最後の投資

余力をどこに振り向けて、将来の経済社会の持続性を確保していくか、真剣に議論すべき時期に

来ている。

５．空港コンセッションの持続性確保に向けて

コロナ禍によって、道内７空港の運営を担う北海道エアポートは、設立当初から経営的にきわ

めて厳しい状況に陥っている。同社によれば、２０２０年度は△２８２億円の赤字の見込みとなってい

るが、本来の稼得水準からの逸失利益は△４００億円近くに達するとみられる。IATA（国際航空運

送協会）の想定では、航空需要がコロナ前の水準に戻るのは２０２４年までかかるとされており、コ

ロナによる同社の逸失利益は総額で△１，０００億円近くに達する可能性がある。

PPPにおける官民の役割分担の原則からみると、天災などの不可抗力リスクは、民間のみに負

担させるべきでないと考えられている。もし負担させれば、そのために必要な運営費（保険料）

が多額になり、本来のPPPの意義を損なうからだ。にもかかわらず、一連の空港コンセッション

にかかる不可抗力リスクの分担に関する規定は、きわめて曖昧で、あたかも民間が負担すべきリ

スクであるかのように位置づけられている。同社についてみても、今回の事態は、コンセッショ

ンの有無に拘わらず避けられなかったのは自明であり、その意味で、少なくとも将来の運営に支

障が起こらない範囲までは、国が適切に費用負担すべきと言える。国としては、すでに１年間の

コンセッション期間の延長を行っているが、少なくとも５年以上の延長が必要とみられ、早急な

対応が求められる（１年分の運営権対価はおよそ１００億円）。

一方で、コンセッションを本来目的に向けて再構築していくためには、設備投資の重点化はも

とより、航空会社や利用者のニーズに即して、LCCなどの積極導入や、新千歳のハブ化の推進な

どを通じた道内発着路線の運航効率向上などを目指していく必要がある。厳しい環境下にあるな

かで、官民が連携して、質の高い航空サービスを提供するための基盤として機能を発揮していく

ことを大いに期待したい。

６．JR北海道の持続可能性

一方、JR北海道の持続的な経営の確立も喫緊の課題となっている。その実現のためには、①

青函共用走行問題の解決を通じた新幹線の札幌延伸と高速化、②札幌延伸に伴う並行在来線の経

営分離、③廃止を協議している赤茶線区（１）の廃止、④単独で維持できないとされている黄色線
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２０１９ ２０３０

営業キロ 営業収益 営業費用 営業損益 金額 算出方法

線

区

別

赤茶線区 ２９５ １ ２６ －２４ －８３分の１に減少

黄色線区 ９２６ ２７ １５９ －１３２ －４４３分の１に減少

新幹線 １４９ ９２ １８５ －９３ ０赤字解消

並行在来線 ３０４ ４８ １３９ －９１ ０経営分離

その他線区 ７９０ ６０７ ８１７ －２１１－２１１現状並み

計 ２，４６４ ７７４ １，３２６ －５５２－２６３

その他 １０１ ７１ ３０ ３０

営業損益 ８７５ １，３９７ －５２２－２３３

経営安定基金運用益 ２３４ ２１１１割減少

特別債権受取利息 ５５ ０見込まず

その他 ２９ ２９現状並み

経常損益 －２０４ ７

子会社損益 ６９ ６９現状並み

連結経常損益 －１３５ ７６

（表５）ＪＲ北海道の経営改善の可能性（キロ・億円）

（資料）ＪＲ北海道資料などをもとに作成。

区（２）のうち、収支改善や地元などの財政支援が進まない線区の廃止、⑤JR貨物やJR東日本との連

携による貨物新幹線の導入、⑥関連事業の強化などが不可欠と考えられる。コロナ禍による影響

分は、国の支援を受けられる前提として、表５では、上記の効果を数字化しているが、上記すべ

てを実現して、ようやく持続的な経営軌道に乗るものとみられる。

このうち、新幹線の高速化の効果を在来線にも波及させていくためには、札幌～東京間が少な

くとも４時間台半ばになるような高速化投資が必須と言えるほか、通勤などでの利用促進などに

も取り組んでいく必要がある。また、青函共用走行問題については、可能な範囲で新幹線を活用

した貨物輸送に取り組む一方、残余の貨物を海上輸送に移行するなどして、抜本的な解決を図っ

ていく必要がある。なお、新幹線による貨物輸送については、現在の車両を活かした輸送方法か

ら、専用車両をつくっての輸送まで、かなり幅のある議論が進められているが、可能な取り組み

から始めて、順次拡大していく流れが実効的と考えられる。

線区の見直しは遅々として進まず、新幹線の高速化に向けた取り組みも進展しているとは言え

ない状況にあるなど、依然として超えるべきハードルは高いのが実情であり、持続的な経営を確

立していくためには、同社自身の明確な改革方針に加えて、関係機関の支援が不可欠になってい

る。ちなみに、国の支援は、現中期計画中の２０２３年度までで総額１，３０２億円となっているが、コ

ロナ禍に伴う赤字の補填に相当額を充当せざるを得ない実情にあり、予断を許さない状況にあ

（１） 赤茶線区とは、JR北海道が２０１６年に「当社単独では維持することが困難な線区」として発表した「輸送
密度（１日１kmあたり利用者数）２００人未満の線区」「既に『持続可能な交通体系のあり方』について話し合い
を始めている線区」を指す。２０２１年６月時点で根室線の富良野～新得間、留萌線の深川～留萌間が営業してい
る。
（２） 黄色線区とは、上述の資料内で発表した「輸送密度２００人以上２，０００人未満の線区」を指す。宗谷線の名
寄～稚内間、石北線の新旭川～網走間など８線区が営業している。
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る。また、２０２５年度以降の支援については、２０２３年度までの経営改善状況をみた上で決定するこ

とになるが、それまでに、線区見直しの基本方向などについて目途をつけるのが支援継続の前提

になることを忘れてはならない。

７．おわりに

限られた紙面で、できる限り詳細に北海道の交通にかかわる課題と今後の方向について考えて

きた。荒唐無稽に思えるような提案も含まれているとみえるかもしれないが、いま北海道の交通

の未来をどう構築するかを明確に選択し、目標に向かって具体的な取り組みを始めていかない

と、人口減少の影響などによって多くの交通手段が維持困難になりかねないという現実を直視す

る必要がある。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 r ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ r ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ r１０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 r ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ r ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ r ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年１～３月 r ８８．８ △２．７ ９８．０ ０．０ r ８７．９ △３．７ ９６．８ △０．５ r１１２．２ ５．０ １０５．１ １．１
４～６月 r ８１．７ △８．０ ８１．５ △１６．８ r ８０．８ △８．１ ８０．４ △１６．９ r１１２．２ ０．０ １００．８ △４．１
７～９月 r ７９．８ △２．３ ８８．８ ９．０ r ８０．１ △０．９ ８７．８ ９．２ r１０３．０ △８．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 r ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ r ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ r ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 r ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ r ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ r ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３
２０２０年 ５月 r ８０．５ △４．４ ７７．２ △１０．５ r ７９．９ △２．９ ７５．９ △９．８ r１１１．８ △１．０ １０２．６ △２．４

６月 r ８０．３ △０．２ ８１．０ ４．９ r ８０．１ ０．３ ８１．１ ６．９ r１１２．２ ０．４ １００．８ △１．８
７月 r ８０．６ ０．４ ８６．６ ６．９ r ８０．２ ０．１ ８５．４ ５．３ r１１１．１ △１．０ ９９．５ △１．３
８月 r ７９．２ △１．７ ８８．３ ２．０ r ８０．０ △０．２ ８７．４ ２．３ r１０６．９ △３．８ ９８．６ △０．９
９月 r ７９．６ ０．５ ９１．６ ３．７ r ８０．０ ０．０ ９０．７ ３．８ r１０３．０ △３．６ ９７．６ △１．０
１０月 r ８３．８ ５．３ ９３．５ ２．１ r ８４．４ ５．５ ９２．７ ２．２ r ９８．２ △４．７ ９６．６ △１．０
１１月 r ８４．４ ０．７ ９４．２ ０．７ r ８４．１ △０．４ ９３．５ ０．９ r ９３．９ △４．４ ９５．４ △１．２
１２月 r ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ r ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ r ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 r ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ r ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ r ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 r ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ r ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ r ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 r ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ r ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ r ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 r ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ r ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ r ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 p８９．３ △０．４ ９３．５ △６．５ p９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ p８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年１～３月 ２３２，０３０△３．９ ４６，７０１△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０６２ △１６．４ １９２，１７４ ０．９ ３３，６４０ ２．５
４～６月 ２２８，４９３△６．６ ４４，７４７△１１．４ ２１，４３６ △５２．４ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３４９ ５．０
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
２０２０年 ５月 ７４，００２△９．２ １４，５４３△１３．５ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７９９ ６．８

６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１９△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７６ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号

ｏ．３０１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2021.07.16 14.22.29  Page 37 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８０△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５２２ １０．８
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
２０２０年 ５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０６９ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８７ １１．４

６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２３ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０２ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４０８ ９．０ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４６ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６１５ △６５．２ ０ △１００．０

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ４８１ △８６．０ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９５３ △５８．８ ０ △１００．０
２０２０年 ５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ ９７ △９１．９ ０ △１００．０

６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２３０ △８１．０ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４１５ △６８．１ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５３１ △６５．３ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５７０ △５７．６ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４６５ ２１．１ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０７ １６３．２ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１６ ２２５．４ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号

ｏ．３０１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2021.07.16 14.22.29  Page 38 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０４５ △１２．４ ７２０ ３７．６ １０，６７９ △９．０ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
２０２０年 ５月 ２，８０４ △５．９ ６３８ △１２．０ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３

６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．３ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
２０２０年 ５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７

６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号

ｏ．３０１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2021.07.16 14.22.29  Page 39 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
２０２０年 ５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９

６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ － ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ － ３．１

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 １０２．４ △０．７ １０１．４ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 １０２．１ △０．６ １０１．４ △０．２ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 １０２．３ △１．３ １０１．２ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １０２．７ △０．７ １０１．６ △０．４ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
２０２０年 ５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８

６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 １０２．２ △０．８ １０１．３ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 １０２．２ △１．１ １０１．３ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 １０２．２ △１．４ １０１．２ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 １０２．４ △１．２ １０１．１ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 １０２．４ △０．９ １０１．４ △０．６ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 １０２．５ △０．９ １０１．５ △０．４ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １０３．２ △０．３ １０１．８ △０．１ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 １０２．７ ０．１ １０１．５ △０．１ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 １０２．９ ０．６ １０１．７ ０．１ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ４０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９２３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４０６ △１５．０ ７７１，５９８ △６．３
２０２０年度 ２２０，３３９ △２６．３ ６９４，８７４ △８．４ ８４２，６７９ △３０．８ ６８１，８６１ △１１．６

２０２０年１～３月 ６７，７８３ △１６．３ １８１，０９１ △５．５ ２９７，８２８ △１０．７ １８３，００３ △７．３
４～６月 ４８，８５０ △３０．２ １４２，５０６ △２５．３ １９５，５３９ △４０．８ １６３，３５２ △１５．８
７～９月 ４８，０９９ △４１．１ １６６，５４９ △１３．０ １５４，４１０ △４３．３ １５７，７４３ △１９．９
１０～１２月 ６４，８９９ △１８．３ １９３，８５９ △０．７ ２２９，４４４ △２７．５ １７４，２７２ △１１．８

２０２１年１～３月 ５８，４９２ △１３．７ １９１，９６１ ６．０ ２６３，２８７ △１１．６ １８６，４９３ １．９
２０２０年 ５月 １３，９６６ △２３．８ ４１，８５６ △２８．３ ５６，６１０ △５１．２ ５０，４２３ △２５．９

６月 １７，１５８ △２９．８ ４８，６０３ △２６．２ ５５，７３３ △３０．３ ５１，５１３ △１４．１
７月 １５，９８１ △５８．４ ５３，６８０ △１９．２ ４９，５２３ △５０．５ ５３，８２８ △２２．０
８月 １６，０１３ △２８．９ ５２，３３１ △１４．８ ４８，７７３ △４９．３ ５０，０５１ △２０．４
９月 １６，１０５ △２２．１ ６０，５３８ △４．９ ５６，１１４ △２６．４ ５３，８６４ △１７．１
１０月 ２１，８４５ △１８．５ ６５，６５７ △０．２ ６９，０８６ △２５．４ ５７，０７５ △１３．１
１１月 ２１，１１６ △１８．０ ６１，１３６ △４．２ ７７，２７９ △２８．６ ５７，５７８ △１１．０
１２月 ２１，９３８ △１８．５ ６７，０６７ ２．０ ８３，０７８ △２８．３ ５９，６１９ △１１．５

２０２１年 １月 １５，０６８ △２０．３ ５７，７９６ ６．４ ７４，７９５ △３６．３ ６１，０６７ △９．５
２月 １５，７９３ △３６．７ ６０，３８２ △４．５ ９２，４７３ △２．２ ５８，２６５ １１．９
３月 ２７，６３１ １５．５ ７３，７８３ １６．１ ９６，０７２ １１．８ ６７，２０４ ５．８
４月 ３３，０１０ ８６．２ ７１，８０５ ３８．０ r ９１，２０５ ９．６ r ６９，３１８ １２．９
５月 １９，５２１ ３９．８ ６２，５９９ ４９．６ p ９８，６７２ ７４．３ p ６４，４９２ ２７．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８

２０２０年１～３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
４～６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７～９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０～１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年１～３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８
２０２０年 ５月 １７８，２２１ ８．０ ８，５４７，７９５ ８．０ １０７，３０７ ３．２ ５，３１１，０５７ ６．０

６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７月 １７８，３８４ ８．９ ８，５８３，７９０ ９．０ １１０，５５６ ５．７ ５，３３３，６４９ ６．２
８月 １８０，０７５ ８．７ ８，６２８，２６１ ９．７ １１０，９４９ ５．１ ５，３２８，７７４ ６．１
９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０月 １８１，４３７ １０．６ ８，６４０，３６３ ８．９ １１１，１８０ ５．６ ５，３２１，９１５ ５．６
１１月 １８０，２８２ ９．０ ８，７３８，１２０ ９．４ １１１，３９５ ５．４ ５，３５３，８３６ ５．８
１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年 １月 １８２，５１７ １０．４ ８，７５４，８１４ ９．８ １１４，１９１ ７．７ ５，３６２，２４９ ５．５
２月 １８３，４５８ １０．６ ８，７８９，９６９ １０．０ １１４，０４４ ７．７ ５，３７７，６６７ ５．７
３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
４月 １８８，８７２ １０．０ ９，００７，５６５ ８．６ １１３，７１５ ８．２ ５，３７８，６５９ ２．８
５月 １８９，７４７ ６．５ ９，０５０，３６９ ５．９ １１３，０８２ ５．４ ５，３７２，１５９ １．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ４１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年８・９月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２１年４～６月期実績、２０２１年７～９月期見通し）

●道内景気と賃金の動向について

●寄稿
北海道における交通の未来
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